
1 継続組織の前提に関する注記
該当なし。

2 重要な会計方針
(1)

(2)

高比例法によっている。

(3)

貸倒引当金は未収金の貸倒見積額を計上している。

電気伝導率対策引当金は当期末における発生見込額を計上している。

特定災害防止準備金は最終処分場が将来閉鎖した後の廃止されるまでの維持管理に係る費用のうち当期までに帰属す

る額を計上している。

(4)

（5）

3 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　定期預金 10,200,000 - - 10,200,000

小  計 10,200,000 - - 10,200,000
特定資産
　退職給付引当資産 13,680,982 1,008,918 237,540 14,452,360
　維持管理積立金 1,756,028,000 250,000,000 - 2,006,028,000
  第Ⅱ期最終処分場 648,016,796 - 187,787,460 460,229,336
  第Ⅱ期浸出水処理施設 158,505,716 - 27,427,587 131,078,129

小  計 2,576,231,494 251,008,918 215,452,587 2,611,787,825
合  計 2,586,431,494 251,008,918 215,452,587 2,621,987,825

4 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

科  目 当期末残高
(うち指定正味財産か
らの充当額)

(うち一般正味財産か
らの充当額)

(うち負債に対応する
額)

基本財産
　定期預金 10,200,000 (10,200,000) - -

小  計 10,200,000 (10,200,000) - -
特定資産
　退職給付引当資産 14,452,360 - - (14,452,360)
　維持管理積立金 2,006,028,000 - - (2,006,028,000)
  第Ⅱ期最終処分場 460,229,336 (214,795,301) (245,434,035) 0
  第Ⅱ期浸出水処理施設 131,078,129 (61,175,993) (69,902,136) 0

小  計 2,611,787,825 (275,971,294) (315,336,171) (2,020,480,360)
合  計 2,621,987,825 (286,171,294) (315,336,171) (2,020,480,360)

引当金の計上基準

退職給付引当金は期末要支給額の100パーセントを計上している。

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

賞与引当金は支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

税効果会計の適用について

することを目的として税効果会計を適用している。

税引前の当期一般正味財産増減額と法人税等の金額を合理的に期間対応させ、より適正な当期正味財産増減額を計上

財 務 諸 表  に  対  す  る  注  記

固定資産の減価償却は、定額法によっているが、第Ⅱ期最終処分場の擁壁・えん堤等は、埋立量を算定基準として生産

棚卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却について

貯蔵品：先入先出法による原価法によっている。



5 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。　       (単位：円)

科　　　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

管理施設 341,968,152 183,103,222 158,864,930

防災調整池施設 289,219,268 202,852,940 86,366,328

埋立処分場 521,931,079 426,502,255 95,428,824

放流管設備 514,835,485 204,873,041 309,962,444

ロードヒーティング設備 36,604,782 36,604,780 2

水質監視井戸設備 5,897,013 5,897,011 2

保　　管　　庫 84,103,524 46,373,575 37,729,949

周辺設備外灯設備 21,892,554 21,892,551 3

公園等付帯設備 144,125,964 141,023,218 3,102,746

水処理施設 666,004,901 584,135,038 81,869,863

第Ⅱ期最終処分場 3,858,707,013 2,858,158,982 1,000,548,031

第Ⅱ期浸出水処理施設 1,426,547,488 1,138,534,015 288,013,473

車両運搬具 57,253,502 44,509,768 12,743,734

什器備品 17,924,734 16,186,197 1,738,537

　有形固定資産　計 7,987,015,459 5,910,646,593 2,076,368,866

ソフトウエア 13,869,264 12,622,593 1,246,671

　無形固定資産　計 13,869,264 12,622,593 1,246,671

合　　　　　計 8,000,884,723 5,923,269,186 2,077,615,537

6 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 (単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

廃棄物処理施設国庫補助金 環境省 188,207,530 354,875,000 50,221,883 492,860,647 指定正味財産

廃棄物処理施設岩手県補助金 岩手県 365,644,531 31,837,000 50,221,884 347,259,647 指定正味財産

モニタリング事業費補助金 環境省 - 126,000 126,000 0

553,852,061 386,838,000 100,569,767 840,120,294

7 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

　　　　　内　　　　　容 金    額

経常収益への振替額

　減価償却費計上による振替額 100,443,767

8 関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 (単位：円)

種　　類 住 　所 資産総額 事業の内容 議決権の所有割合

支配法人 盛岡市内丸10-1 － － －

役員の兼務等

廃棄物処理 2,149,641 未収金 549,864

資金の借入 44,057,000 長期借入金 1,829,386,253

取引条件及び取引条件の決定方針等

廃棄物処理の価格その他の取引条件は、当一般財団法人が公表している利用案内等に基づいて決定している。

資金借入の条件は、無担保であり一部(期末残高の内、352,292,673円）は無利息である。

取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

基本財産の出捐
県職員の役員等就任

理事　1名　評議員　1名

取引金額
関 係 内 容

期末残高
事業上の関係

取引の内容 科　 目

合     　計

岩手県

法人等の名称



9 税効果関係

①　繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

(単位：円)

1,004,972

8,516,319

1,173,223

3,400,170

4,913,802

212,584,660

1,304,050

評価性引当額 -

   繰延税金資産 232,897,196

   繰延税金負債 -

   繰延税金資産の純額 232,897,196

②　法人税法上の非収益事業と収益事業の区分

(単位：円)

    項    目 非収益事業 収益事業 合　　計

税引前当期一般正味財産増減額 - 2,824,451 2,824,451

法人税、住民税及び事業税 - 49,614,600 49,614,600

法人税等調整額 - △ 86,377,891 △ 86,377,891

当期一般正味財産増減額 - 39,587,742 39,587,742

減価償却超過額

電気伝導率対策引当金

特定災害防止準備金損金算入限度超過額

未払法人事業税否認

賞与引当金

貸倒引当金損金算入限度超過額

退職給付引当金損金算入限度超過額


